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暮らしに密着した事業をチェック!
「元気なちっご」定住人口５万人をめざして

平成２６年度積極型予算　投資的経費77.9%増加
一般会計１８５億４３００万円
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予算特別委員会
審査から

3月14日～18日

平成２６年度 各特別会計当初予算額 平成２５年度予算額 増加率（％）

国民健康保険 62億5483万円 61億6447万円 1.5 

後期高齢者医療 6億1237万円 6億1431万円 ー 0.3 

介護保険（保険事業勘定） 36億4811万円 34億1836万円 6.7 

介護保険（地域包括支援センター事業勘定） 3403万円 3627万円 ー 6.2

市営住宅敷金管理 2521万円 2401万円 5.0

住宅新築資金等貸付 5831万円 6013万円 ー 3.0

下水道事業特別会計 11億  946万円 11億1958万円 ー 0.9 

地方独立行政法人筑後市立病院貸付 5億8030万円 7億3208万円 ー 20.7

平成２６年度 企業会計当初予算額（事業収益） 平成２５年度予算額 増加率（％）

水道事業 8億2110万円 7億2325万円 13.5

筑後市に住みたい!

  住み続けたい！

　　　まちづくり

4億864万円4億864万円
主なものとして筑後市
北部地区都市再生整備
計画事業（新規）があ
ります。拠点施設の整
備などです。

主なものとして筑後市
北部地区都市再生整備
計画事業（新規）があ
ります。拠点施設の整
備などです。

都市機能向上
対策事業

3億7354万円
乳幼児医療費助成は入院について６年生まで
拡大となります。
・私立保育所施設整備費助成事業
・乳幼児・こども医療事業など

子育て
支援事業

896万円
市が歩んできた道を振り返り、そしてこれ
からの市のさらなる活性化を目指します。
・ご当地ナンバープレート製作事業（新規）
・ＮＨＫのど自慢番組事業（新規）など

市制60周年
記念事業

3625万円
定住人口５万人をめざした事業です。
・多子出産祝い金事業
・新築マイホーム取得支援事業
・空き家物件視察見学会事業（新規）など

定住促進対策

2億8183万円
小学校で35人学級を実施するための教員
増の費用、空調設備設置費用などです。
・少人数学級編制事業（新規）
・学校空調設備設置事業（新規）など

子どもの教育
環境整備事業


